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 １ はじめに 

  

 全国的な人口減少の中、本市においては、東京湾アクアライン通行料金引き下

げの波及効果等により、定住、交流人口が増加しております。 

特に、大規模な宅地開発が進んでいる地域では、子育て世代の人口増加に伴っ

て児童生徒数が急増した結果、教室数の不足が生じ、校舎の増築が必要となって

いる学校があります。 

他方、市街化調整区域等で人口流入が直ちに見込まれない地域では、児童生徒

数の減少により※１複式学級への移行が懸念される学校もあり、学校間の教育水

準の均衡保持やよりよい教育環境の整備は、喫緊の課題となっています。 

そこで教育委員会は、平成２８年１１月に一部変更を行った｢木更津市立小中

学校の適正規模及び適正配置に関する基本方針｣を、全市的に見直すこととし、

平成３０年７月、学識経験者や保護者などの代表で構成される「木更津市立小中

学校適正規模等審議会」に「木更津市立小学校及び中学校の適正規模及び本市域

における適正配置のあり方について」の諮問をしました。 

審議会では、児童生徒が集団の中で、多様な考えに触れ、認め合い、協力し合

い、切磋琢磨
せ っ さ た く ま

することを通じて、一人一人の資質や能力を伸ばしていくという学

校の質を踏まえると共に、本市小中学校の現状や課題を整理した上で、適正規模

及び適正配置についての方策がまとめられ、令和元年１０月に教育委員会へ答

申が提出されました。 

教育委員会は答申を生かし、次世代を担う子どもたちの未来のために、安心･

安全な学校施設の整備と併せて適正規模及び適正配置を推進し、よりよい教育

環境の整備･充実を図るべく本基本方針を策定しました。 

 

令和２年１月 
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 ※１ 複式学級とは、二つ以上の学年を一つにして編成した学級をいう。 

 


